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提 案 理 由 

議案番号 提 案 理 由 

報告第４号 〔専決処分の報告について〕（訴えの提起について） 

市営住宅の滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起につい

て専決処分したため，市議会に報告するものである。 

報告第５号 〔専決処分の報告について〕（損害賠償の額を定めることにつ

いて） 

 令和４年１２月２４日に三次市十日市町３５８３番４地先，市

道胡子坂根線の路上で発生した，市道法面からの落木による車両

物損事故の損害賠償額を専決処分したため，市議会に報告するも

のである。 

報告第６号 〔専決処分の報告について〕（損害賠償の額を定めることにつ

いて） 

 令和５年１月１２日に三次市向江田町２８６８番地先，市道西

酒屋仁賀線の路上で発生した，積雪の影響による市道法面を降下

した樹木との接触による車両物損事故の損害賠償額を専決処分

したため，市議会に報告するものである。 

報告第７号 〔専決処分の承認を求めることについて〕（三次市税条例の一

部を改正する条例） 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）が公

布されたことに伴い，関係条例である三次市税条例（平成１６年

三次市条例第７８号）の一部を改正する必要が生じ，専決処分し

たため，市議会に報告し，承認を求めるものである。 

報告第８号 〔専決処分の承認を求めることについて〕（三次市都市計画税

条例の一部を改正する条例） 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）が公

布されたことに伴い，関係条例である三次市都市計画税条例（平

成１６年三次市条例第８１号）の一部を改正する必要が生じ，専

決処分したため，市議会に報告し，承認を求めるものである。 
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報告第９号 〔専決処分の承認を求めることについて〕（三次市国民健康保

険税条例の一部を改正する条例） 

 地方税法施行令の一部を改正する政令（令和５年政令第１３２

号）が公布されたことに伴い，関係条例である三次市国民健康保

険税条例（平成１６年三次市条例第８２号）の一部を改正する必

要が生じ，専決処分したため，市議会に報告し，承認を求めるも

のである。 

報告第１０号 〔専決処分の承認を求めることについて〕（三次市企業立地等

を重点的に促進すべき区域における市税（固定資産税）の課税

免除に関する条例の一部を改正する条例） 

 地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に

関する法律第２６条の地方公共団体等を定める省令の一部が，令

和５年４月１日に改正されたことに伴い，関係条例である三次市

企業立地等を重点的に促進すべき区域における市税（固定資産

税）の課税免除に関する条例（平成２０年三次市条例第１号）の

一部を改正する必要が生じ，専決処分したため，市議会に報告し，

承認を求めるものである。 

議案第５９号 〔工事請負契約の一部変更について〕 

 （仮称）三次市新学校給食調理場建設工事建築主体工事におい

て，株式会社加藤組と締結している工事請負契約を変更すること

について，三次市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は

処分に関する条例（平成１６年三次市条例第２７７号）第２条の

規定により，市議会の議決を求めようとするものである。 

議案第６０号 〔工事請負契約の一部変更について〕 

 （仮称）三次市新学校給食調理場建設工事電気設備工事におい

て，光栄電工株式会社と締結している工事請負契約を変更するこ

とについて，三次市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（平成１６年三次市条例第２７７号）第２条

の規定により，市議会の議決を求めようとするものである。 
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議案第６１号 〔工事請負契約の一部変更について〕 

 （仮称）三次市新学校給食調理場建設工事機械設備工事におい

て，株式会社中電工・備北設備工業株式会社（仮称）三次市新学

校給食調理場建設工事機械設備工事共同企業体と締結している

工事請負契約を変更することについて，三次市議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１６年三次

市条例第２７７号）第２条の規定により，市議会の議決を求めよ

うとするものである。 

議案第６２号 〔三次市固定資産評価員の選任の同意を求めることについて〕 

 三次市固定資産評価員を選任することについて，地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第４０４条第２項の規定により，市議

会の同意を求めようとするものである。 

議案第６３号 〔三次市副市長の選任の同意を求めることについて〕 

 三次市副市長を選任することについて，地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１６２条の規定により，市議会の同意を求め

ようとするものである。 
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根 拠 法 令 

議案番号 根 拠 法 令 

報告第４号 

～ 

報告第６号 

 〔地方自治法〕（昭和２２年法律第６７号） 

第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事

項で，その議決により特に指定したものは，普通地方公共団体

の長において，これを専決処分にすることができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは，普通地方公共団体

の長は，これを議会に報告しなければならない。 

報告第７号 

～ 

報告第１０号 

 〔地方自治法〕（昭和２２年法律第６７号） 

第１７９条 普通地方公共団体の議会が成立しないとき，第１１

３条ただし書の場合においてなお会議を開くことができない

とき，普通地方公共団体の長において議会の議決すべき事件に

ついて特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がな

いことが明らかであると認めるとき，又は議会において議決す

べき事件を議決しないときは，当該普通地方公共団体の長は，

その議決すべき事件を処分することができる。ただし，第１６

２条の規定による副知事又は副市町村長の選任の同意及び第

２５２条の２０の２第４項の規定による第２５２条の１９第

１項に規定する指定都市の総合区長の選任の同意については，

この限りでない。 

２ 略 

３ 前２項の規定による処置については，普通地方公共団体の長

は，次の会議においてこれを議会に報告し，その承認を求めな

ければならない。 

４ 略 

議案第５９号 

～ 

議案第６１号 

〔三次市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例〕（平成１６年三次市条例第２７７号） 

（議会の議決に付すべき契約） 
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 第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第５号の規定により議会の議決に付さなければならない契約

は，予定価格１億５,０００万円以上の工事又は製造の請負と

する。 

議案第６２号 〔地方税法〕（昭和２５年法律第２２６号） 

（固定資産評価員の設置） 

第４０４条 略 

２ 固定資産評価員は，固定資産の評価に関する知識及び経験を

有する者のうちから，市町村長が，当該市町村の議会の同意を

得て，選任する。 

３及び４ 略 

議案第６３号 〔地方自治法〕（昭和２２年法律第６７号） 

第１６２条 副知事及び副市町村長は，普通地方公共団体の長が

議会の同意を得てこれを選任する。 

 


